
平成 16年 2月期    個別中間財務諸表の概要 平成 15年 10月 17日

上   場   会   社   名   株式会社リヒトラブ 上場取引所 大証・名証

コード番号      7975 本社所在都道府県　　大阪府

 （ＵＲＬ　http://www.lihit-lab.com）

常務取締役 経理部担当 TEL (06) 6946 - 2525
中間決算取締役会開催日　　平成 15年 10月 17日 中間配当制度の有無　 　有

中間配当支払開始日　　　　　平成 －年 －月 －日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 15年 8月中間期の業績（平成 15年 3月 1日 ～ 平成 15年 8月 31日）
(1)経営成績

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 8月中間期 5,108 △ 4.6 291 △ 29.6 396 △ 1.3
14年 8月中間期 5,353 △ 6.6 414 △ 17.3 402 △ 18.1
15年 2月期 9,864 525 490

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間

         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

15年 8月中間期 225 16.0 12.33
14年 8月中間期 194 - 10.27
15年 2月期 235 12.63
(注)①期中平均株式数    15年 8月中間期    18,329,606 株   14年 8月中間期    18,969,534 株   15年 2月期    18,657,469 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

15年 8月中間期 － －
14年 8月中間期 － －
15年 2月期 － 7.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

15年 8月中間期 14,265 8,931 62.6 487.31
14年 8月中間期 16,682 8,807 52.8 480.03
15年 2月期 14,252 8,793 61.7 479.73

２. 16年 2月期の業績予想（ 平成 15年 3月 1日  ～  平成 16年 2月 29日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 9,700 490 280 7.00 7.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   15 円 28 銭 

※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報および将来の経済環境予想等の前提に基づいて作成したものであり、

※実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。

（注）百万円未満は切り捨てにより表示

(注)①期末発行済株式数　15年 8月中間期   18,327,917 株  　 14年 8月中間期   18,347,489 株   　15年 2月期   18,330,808 株

(注)②期末自己株式数　 　15年 8月中間期   00,750,583 株  　 14年 8月中間期   00,731,011 株   　15年 2月期   00,747,692 株

代　　　表　　　者　　役職名 代表取締役社長 氏名　　田中　経久
問合せ先責任者　　役職名 氏名　　植村　昂司
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個 別 中 間 財 務 諸 表 等 
中間貸借対照表 

                                                   （単位：千円、単位未満切り捨て） 
前事業年度の  前中間会計期間末 当中間会計期間末 
要約貸借対照表 

（平成１４年８月３１日） （平成１５年８月３１日） （平成１５年２月２８日） 

             期 別 
 
科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

 ( 資 産 の 部 )   ％  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 資 産         

1. 現 金 及 び 預 金  3,270,263  1,473,110  1,042,065  

2. 受 取 手 形 ※３ 1,251,239  1,063,717  1,054,793  

3. 売 掛 金  949,833  903,530  1,119,169  

4. た な 卸 資 産  1,732,254  1,668,483  1,896,610  

5. 繰 延 税 金 資 産  61,509  46,693  44,505  

6. そ の 他  85,648  67,998  95,391  

7. 貸 倒 引 当 金  △46,240  △28,131  △45,425  

 流 動 資 産 合 計  7,304,508 43.8 5,195,403 36.4 5,207,109 36.5 

Ⅱ 固 定 資 産         

(1) 有 形 固 定 資 産 ※１       

1. 建 物 ※２ 3,589,165  3,397,465  3,489,152  

2. 機 械 装 置  1,427,629  1,333,564  1,370,713  

3. 土 地 ※２ 2,929,461  2,929,461  2,929,461  

4. 建 設 仮 勘 定  175,920  203,739  126,770  

5. そ の 他  345,550  312,417  327,638  

 有 形 固 定 資 産 合 計  8,467,727 50.8 8,176,649 57.3 8,243,735 57.9 

(2) 無 形 固 定 資 産  49,745 0.3 47,089 0.3 46,353 0.3 

(3) 投資その他の資産        

1. 投 資 そ の 他  1,230,898  923,416  860,987  

2. 貸 倒 引 当 金  △370,759  △77,068  △106,074  

 投資その他の資産合計  860,139 5.1 846,348 6.0 754,912 5.3 

 固 定 資 産 合 計  9,377,612 56.2 9,070,086 63.6 9,045,002 63.5 

 資 産 合 計  16,682,121 100.0 14,265,489 100.0 14,252,111 100.0 
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                                                   （単位：千円、単位未満切り捨て） 
前事業年度の  前中間会計期間末 当中間会計期間末 
要約貸借対照表 

（平成１４年８月３１日） （平成１５年８月３１日） （平成１５年２月２８日） 
             期 別 

科 目 
金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

 ( 負 債 の 部 )   ％    ％  ％ 

Ⅰ 流 動 負 債         

1. 支 払 手 形  1,310,513  1,153,179  1,124,002  

2. 買 掛 金  323,369  253,180  376,523  

3. 短 期 借 入 金 ※２ 
※５ 1,307,000  34,000  146,000  

4. 一年内償還予定の社債 ※２ 1,000,000  -  -  

5. 未 払 法 人 税 等  217,063  66,274  99,334  

6. 賞 与 引 当 金  143,000  108,000  122,000  

7. そ の 他 ※４ 391,687  403,837  271,336  

 流 動 負 債 合 計  4,692,633 28.1 2,018,472 14.2 2,139,197 15.0 

Ⅱ 固 定 負 債         

1. 長 期 借 入 金 ※２ 1,454,000  1,560,000  1,560,000  

2. 繰 延 税 金 負 債  302,205  343,770  293,081  

3. 退 職 給 付 引 当 金  1,020,073  979,618  1,047,080  

4. 役員退職慰労引当金  172,928  183,486  179,194  

5. 長 期 預 り 保 証 金  233,008  248,721  239,793  

 固 定 負 債 合 計  3,182,215 19.1 3,315,595 23.2 3,319,149 23.3 

 負 債 合 計  7,874,848 47.2 5,334,068 37.4 5,458,346 38.3 

 ( 資 本 の 部 )        

Ⅰ 資 本 金  1,830,000 11.0 - - - - 

Ⅱ 資 本 準 備 金  1,410,780 8.4 - - - - 

Ⅲ 利 益 準 備 金  414,000 2.5 - - - - 

Ⅳ その他の剰余金        

1. 任 意 積 立 金  4,749,081  -  -  

2. 中 間 未 処 分 利 益  492,589  -  -  

 その他の剰余金合計  5,241,670 31.4 - - - - 

Ⅴ その他有価証券評価差額金  52,024 0.3 - - - - 

Ⅵ 自 己 株 式  △141,203 △0.8 - - - - 

 資 本 合 計  8,807,272 52.8 - - - - 

Ⅰ 資 本 金  - - 1,830,000 12.8 1,830,000 12.8 

Ⅱ 資 本 剰 余 金        

 資 本 準 備 金  -  1,410,780  1,410,780  

 資 本 剰 余 金 合 計  - - 1,410,780 9.9 1,410,780 9.9 

Ⅲ 利 益 剰 余 金        

1. 利 益 準 備 金  -  414,000  414,000  

2. 任 意 積 立 金        

 固定資産圧縮積立金  -  1,067,498  1,113,833  

 特 別 償 却 準 備 金  -  25,879  35,248  

 別 途 積 立 金  -  3,700,000  3,600,000  

3. 中間（当期）未処分利益  -  558,861  533,511  

 利 益 剰 余 金 合 計  - - 5,766,238 40.4 5,696,593 40.0 

Ⅳ その他有価証券評価差額金  - - 69,075 0.5 529 0.0 

Ⅴ 自 己 株 式  - - △144,673 △1.0 △144,138 △1.0 

 資 本 合 計  - - 8,931,421 62.6 8,793,765 61.7 

 負 債 ・ 資 本 合 計  16,682,121 100.0 14,265,489 100.0 14,252,111 100.0 
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中間損益計算書 
（単位：千円、単位未満切り捨て） 

前事業年度の  前中間会計期間 当中間会計期間 
要約損益計算書 

自 平成１４年３月 １日 自 平成１５年３月 １日 自 平成１４年３月 １日 ((((    至 平成１４年８月３１日 ))))    ((((    至 平成１５年８月３１日 )))) ((((    至 平成１５年２月２８日 ))))    

             期 別 
 

 
科 目 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比 

    ％  ％  ％ 

Ⅰ 売 上 高  5,353,199 100.0 5,108,746 100.0 9,864,999 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価  3,518,038 65.7 3,358,870 65.7 6,511,463 66.0 

 売 上 総 利 益  1,835,160 34.3 1,749,876 34.3 3,353,535 34.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  1,420,887 26.6 1,458,193 28.6 2,828,098 28.7 

 営 業 利 益  414,273 7.7 291,682 5.7 525,437 5.3 

Ⅳ 営 業 外 収 益  ※１ 15,828 0.3 123,012 2.4 38,223 0.4 

Ⅴ 営 業 外 費 用  ※２ 27,843 0.5 17,815 0.3 73,163 0.7 

 経 常 利 益  402,258 7.5 396,879 7.8 490,496 5.0 

Ⅵ 特 別 利 益  ※３ - - 12,770 0.2 - - 

Ⅶ 特 別 損 失  ※４ 47,240 0.9 97,823 1.9 54,387 0.6 

税引前中間(当期)純利益  355,018 6.6 311,826 6.1 436,109 4.4 

法人税、住民税及び事業税  214,000 4.0 84,000 1.6 209,000 2.1 

法 人 税 等 調 整 額  △53,756 △1.0 1,865 0.1 △8,587 △0.1 

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益  194,774 3.6 225,961 4.4 235,696 2.4 

 前 期 繰 越 利 益  297,814  332,900  297,814  

 中間 (当期 )未処分利益  492,589  558,861  533,511  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 
１．資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 
子会社株式および関連会社株式････････････移動平均法による原価法 
その他有価証券 
時価のあるもの････････････････････････中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移 
動平均法により算定）   

時価のないもの････････････････････････移動平均法による原価法              
デリバティブ･････････････････････････････時価法 
たな卸資産 
商品、製品、原材料、仕掛品･･････････････総平均法による原価法 
貯蔵品･･････････････････････････････････最終仕入原価法 
 

２．固定資産の減価償却の方法 
有形固定資産 
定率法。 ただし、大阪工場、大阪物流センターおよび静岡事業部の建物、構築物並びに平成１０年４
月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については定額法を採用しております。なお、主な耐
用年数は以下のとおりであります。 
建  物･･･････････････････････････････８～５０年 
機械装置･･･････････････････････････････････１１年 

無形固定資産 
定額法。 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定
額法を採用しております。 
長期前払費用 
定額法 
  

３．引当金の計上基準 
貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 
賞与引当金 
従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づく当中間会計期間の負担相当額を計上し
ております。 
退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、
当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定年数による定額法により
按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理することとしております。 
厚生年金基金制度については、総合設立の厚生年金基金制度を一部採用しておりますが、自社の拠出に
対応する年金資産の額を合理的に計算できないため、当該年金基金への要拠出額を退職給付費用として
処理しております。同基金より通知を受けた平成 1５年８月末日現在の年金資産の額は、1,182,949千円
であります。 
役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当中間期末要支給額を計上しております。 
 

４．リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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５．ヘッジ会計の方法 
ヘッジ会計の方法 
原則として繰延ヘッジ処理を行っております。 
なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については、振当処理によっております。 
ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段は為替予約取引(買建)、ヘッジ対象は原材料等の輸入取引により発生する外貨建債務に係る
将来の為替相場の変動リスクであります。 
ヘッジ方針 
将来の輸入代金の範囲内で、1年以内に決済期日が到来すると見込まれる外貨建債務の額を為替予約し
ております。 
ヘッジ有効性評価の方法 
事前テストおよび決算日と中間決算日における事後テストにより有効性の評価を行っております。 

 
６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
 

（追加情報） 

（中間貸借対照表） 
当中間会計期間から中間財務諸表等規則の改正により、資本の部は、資本金、資本剰余金、利益剰余金及
びその他の科目をもって掲記しております｡ 
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注 記 事 項 
 
（中間貸借対照表関係） 
                                          （単位:千円、単位未満切り捨て） 
 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前 事 業 年 度 末         
 （平成１４年８月３１日） （平成１５年８月３１日） （平成１５年２月２８日） 
※１ 有形固定資産の

減価償却累計額 8,463,091 有形固定資産の
減価償却累計額 8,857,498 有形固定資産の

減価償却累計額 8,651,066 

担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次の
とおりであります。 
 
建 物       793,334 

土 地       1,002,281 

計 1,795,615  

担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次の
とおりであります。 
 
建 物       761,322 

土 地       1,002,281 

計 1,763,603  

担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次の
とおりであります。 
 
建 物       777,685 

土 地       1,002,281 

計 1,779,966  

※２ 
 

担保付債務は次のとおりであ
ります。 

短期借入金       177,000 

一年内償還 
予定の社債 1,000,000 

長期借入金       54,000 

計 1,231,000  

担保付債務は次のとおりであ
ります。 

短期借入金       4,000 

長期借入金       160,000 

計 1６4,000  

担保付債務は次のとおりであ
ります。 

短期借入金       116,000 

長期借入金       160,000 

計 276,000  

※３ 
中間会計期間末日満期手形の会
計処理は、手形交換日をもって決
済処理しております。なお、当中
間会計期間末日が金融機関の休
日であったため、中間会計期間末
日満期手形が、以下の科目に含ま
れております。 

受取手形      35,000   

中間会計期間末日満期手形の会
計処理は、手形交換日をもって決
済処理しております。なお、当中
間会計期間末日が金融機関の休
日であったため、中間会計期間末
日満期手形が、以下の科目に含ま
れております。 

受取手形      48,015   

－ 

※４ 
流動負債の「その他」に仮受消費
税等から仮払消費税等を相殺し
た残額を含めております｡ 

同  左 
－ 

※５ 

－ 

当社は、運転資金の効率的な調
達を行うため取引銀行３行とコ
ミットメントライン契約を締結
しております。 
当中間会計期間末におけるコ
ミットメントラインに係る借入
実行状況は次のとおりでありま
す。 
 
コミットメント
ラインの総額 2,000,000 

借入実行残高 － 

差引額 2,000,000  

当社は、運転資金の効率的な調
達を行うため取引銀行３行とコ
ミットメントライン契約を締結
しております。 
当事業年度末におけるコミッ
トメントラインに係る借入実行
状況は次のとおりであります。 
 
 
コミットメント
ラインの総額 2,000,000 

借入実行残高 － 

差引額 2,000,000  
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（中間損益計算書関係） 
                                 （単位:千円、単位未満切り捨て） 
 前中間会計期間 当中間会計期間 前 事 業 年 度 

自  平成１４年３月 １日 自  平成１５年３月 １日 自  平成１４年３月 １日 
 （ 至  平成１４年８月３１日 ）（ 至  平成１５年８月３１日 ）（ 至  平成１５年２月２８日 ）

※１ 営業外収益のうち主なもの 

受取利息 1,130 

受取配当金 7,785  

営業外収益のうち主なもの 

受取利息 969 

受取配当金 105,992  

営業外収益のうち主なもの 

受取利息 2,119 

受取配当金 10,147  

※２ 営業外費用のうち主なもの 

支払利息 16,937  

営業外費用のうち主なもの 

支払利息 13,620  

営業外費用のうち主なもの 

支払利息 32,461 

支払手数料 23,218  

※３ 
－ 

特別利益のうち主なもの 

貸倒引当金戻入額 12,770  
－ 

※４ 特別損失のうち主なもの 

貸倒引当金繰入額 40,640  

特別損失のうち主なもの 

特別退職費用 86,807  

特別損失のうち主なもの 

固定資産廃棄損 22,227 

投資有価証券評価損 11,604 

貸倒引当金繰入額 20,554  

※５ 減価償却実施額 

有形固定資産 281,248 

無形固定資産 3,659  

減価償却実施額 

有形固定資産 258,293 

無形固定資産 4,857  

減価償却実施額 

有形固定資産 577,756 

無形固定資産 8,415  
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（リース取引関係） 
（単位：千円、単位未満切り捨て） 

前中間会計期間         当中間会計期間         前 事 業 年 度         
自  平成１４年３月  １日 自  平成１５年３月  １日 自  平成１４年３月  １日 ( 至  平成１４年８月３１日 ) ( 至  平成１５年８月３１日 ) ( 至  平成１５年２月２８日 ) 

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引 

1.リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間期末
残高相当額 

 
取得価額     
相 当 額     

減価償却 
累 計 額     
相 当 額     

中 間 期     
末 残 高     
相 当 額     

工具器具備品 33,546 19,895 13,650 

ソフトウェア 48,993 17,389 31,604 

合 計     82,540 37,284 45,255 

（注） 
取得価額相当額は、未経過リース
料中間期末残高が有形固定資産
の中間期末残高等に占める割合
が低いため、支払利子込み法によ
り算定しております。 

2.未経過リース料中間期末残高相当額 

１ 年 内 13,392 

１ 年 超 31,863 

計 45,255 

（注） 
未経過リース料中間期末残高相当
額は、未経過リース料中間期末残
高が有形固定資産の中間期末残高
等に占める割合が低いため、支払
利子込み法により算定しておりま
す。 

3.支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 18,703 

減価償却費相当額 18,703 

4.減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存
価額を零とする定額法によってお
ります。 

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引 

1.リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間期末
残高相当額 

 
取得価額     
相 当 額     

減価償却 
累 計 額     
相 当 額     

中 間 期     
末 残 高     
相 当 額     

工具器具備品 48,878 14,584 34,294 

ソフトウェア 45,963 15,864 30,099 

合 計     94,842 30,448 64,393 

（注） 
取得価額相当額は、未経過リース
料中間期末残高が有形固定資産
の中間期末残高等に占める割合
が低いため、支払利子込み法によ
り算定しております。 

2.未経過リース料中間期末残高相当額 

１ 年 内 18,702 

１ 年 超 45,691 

計 64,393 

（注） 
未経過リース料中間期末残高相当
額は、未経過リース料中間期末残
高が有形固定資産の中間期末残高
等に占める割合が低いため、支払
利子込み法により算定しておりま
す。 

3.支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 10,131 

減価償却費相当額 10,131 

4.減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引 

1.リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間期末
残高相当額 

 
取得価額     
相 当 額     

減価償却 
累 計 額     
相 当 額     

期末残高 
相 当 額     

工具器具備品 52,028 12,769 39,258 

ソフトウェア 58,083 22,817 35,265 

合 計     110,112 35,587 74,524 

（注） 
取得価額相当額は、未経過リース
料期末残高が有形固定資産の期
末残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算定し
ております。 

2.未経過リース料期末残高相当額 

１ 年 内 19,482 

１ 年 超 55,042 

計 74,524 

（注） 
未経過リース料期末残高相当額
は、未経過リース料期末残高が有
形固定資産の期末残高等に占める
割合が低いため、支払利子込み法
により算定しております。 
 

3.支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 29,622 

減価償却費相当額 29,622 

4.減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１ 年 内 888 

１ 年 超 3,404 

計 4,292  

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１ 年 内 888 

１ 年 超 2,516 

計 3,404  

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１ 年 内 888 

１ 年 超 2,960 

計 3,848  

 
 
（有価証券関係） 
前中間会計期間、当中間会計期間および前事業年度のいずれにおいても子会社および関連会社株式で時価のあ
るものはありません。 


